
令和 2年度 第 1回定例庁議 次第 

 

日時：令和 2年 4月 9日（木）午後 1時 15分～ 

場所：本館 3階 302会議室 

 

 

1 開会 

 

2 市長あいさつ 

 

3 協議・報告事項 

（1) 令和 2 年度 笛吹市職員研修実施方針について（総務部） 

 

 

(2) 第 2 期笛吹市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定について（総合政策部） 

     

 

(3) 令和 2 年度予算執行方針について（総合政策部） 

         

      

 

4 その他 

(1) 定例庁議予定日 5月 13日（水）午後 1時 15分～ 本館 3階 302会議室 

 

5 閉会 

 

 



 

 

別記様式(第 5条関係) 

 

庁議付議事項概要書 

協議事項 ・ 報告事項 令和 2年 4月 9日提出 

件 名 
令和 2年度 笛吹市職員研修 

実施方針について 
部局名 総務部 

概
要 

職員の能力開発と組織的な人材育成を目的に、令和 2年度 笛吹市職員研

修実施方針のもと、研修を実施していく。 

・全職員 1科目以上、昇任昇格者 2科目以上の研修受講の徹底 

・人材マネジメント部会、市町村アカデミー等への研修派遣 

・職位、年齢、勤務年数等を絞った庁内研修の開催 

・指名制による研修派遣 

・担当業務の職員理解を深める、各課主催による研修の開催  等 

経
過 

 令和元年度実績  市町村職員研修所：延べ 520名 

          市町村アカデミー：3名 

          庁内研修：延べ 2,132名 

          他 生産性の船、各業務研修 等 多数 

問
題
・
課
題 

 市町村職員研修所の研修について、全職員 1科目以上、昇任昇格者 2科目

以上の研修受講が徹底されていない。 

 研修実施方針に沿って研修を受講している職員・所属がある一方、全く受

講していない職員・所属がある。 

対
応
策 

 所属長には、職員の積極的な推薦及び安心して研修を受講できる環境づく

りについて、さらなる取組をお願いしたい。 

 また、今年度から課長昇任 3年目までの職員には、管理職としてのマネジ

メントを発揮してもらうために、市町村アカデミー主催（4月(延期)、７月、

11月、1月開催予定）の管理職セミナー(宿泊型)に出席いただく。 

 職員には、業務効率化のためにも、引き続き研修情報を周知し、受講を徹

底していく。 

協
議
結
果 

【協議事項了】 

 



笛 総 第 4－ 2 号  

令和 2年 4月  日 

 

部局長 各位 

総 務 部 長   

 

 

令和 2年度 笛吹市職員研修実施方針について（通知） 

 

 

令和 2 年度笛吹市職員研修実施方針で示されているとおり、職員の能力開発

と組織的な人事育成を目的に、今年度も各種研修の実施及び派遣を行います。 

所属長は、課員が積極的に研修を受講できるよう、ご配慮をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部 総務課 

人事給与担当 手塚・海野 

内線 8-10-242 
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令和 2 年度 笛吹市職員研修実施方針 

 

令和 2年 4月改訂 

 

自治体を取り巻く環境は、引き続き厳しい財政状況の中、高齢化に伴う介護福祉需要への対応、

少子化・人口減少への対策、防災・減災対策、公共施設の老朽化への対応、グローバル化・ICT 社

会の進展など、複雑多岐にわたる課題が増大しています。 

このような状況下において、自治体は限られた人材と財源の中で効率的な行政経営を行い、多様

化している地域住民のニーズに対応した施策を立案・具現化し、住民福祉の向上や持続可能なまち

づくりの構築に結び付けなければなりません。 

そのためには、自律的かつ戦略的に地域のことを考えて業務を遂行できる能力が求められ、職員

一人ひとりの能力開発、組織的な人材育成、組織力の向上が必要不可欠となります。 

本市では、職員の意識改革を念頭に、職員一人ひとりが有する能力を最大限発揮できるよう、長

時間労働の是正、働き方改革を見据え、資質向上に直結する効果的な研修を実施し、時代の変革に

柔軟に対応する人材の育成を図ります。 

 

1.職員の能力開発  

職員の能力開発は、職員自身が公務員としての自覚に根ざして取り組む自発的努力（自己啓発）

と、職場において上司・先輩等が業務を通して行う職場内研修（on the job training）、職場を

離れて専門的・計画的・組織的に行う職場外研修（off the job training）の３本柱で推進します。 

  

① 自己啓発  

能力開発の基本は、職員が自発的に取り組む自己啓発であり、職員は職務の円滑な遂行のた

め、市民ニーズや社会情勢の変化などに常に注意を払い、幅広い視野と知識を養うなど、絶えず

自己啓発に努める必要があります。 

 

② 職場内研修（OJT） 

職場内研修は、職場において業務や職務を通して行われる研修であり、職場の上司・先輩が

職場内で業務をしながら、機会を捉えて業務に必要な情報や知識、技術、経験等を計画的に指導

するものです。人事評価制度を通して、職場を学習の場、人を育てる場として捉え、管理・監督

者が職場内研修の目的と方法を個々の職員に応じて明確にしながら取り組んでいくことが必要

であり、今後はさらなる管理・監督者の資質向上を推進します。 

  

③ 職場外研修（OFF JT） 

職場外研修は、職場を離れて行われる研修であることから、集中的に行うことができ、知識・

技術の体系的な学習から高度・専門的な学習に効果的です。また、内外の職員等との交流や情報

交換を通じて相互に啓発しあい、より幅広い知識や人間関係を得られる効果があります。 

職場外研修は、計画的に受講することや職場の協力が不可欠であることから、所属長による

職場内調整や推薦の下に公正に実施します。 
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【山梨県市町村職員研修所が開催する研修】（別紙１） 

職員の自主性に応じた手上げ方式の研修受講を中心としますが、研修科目によっては受講職員

を指名します。なお、全ての職員が1科目以上受講することを基本とし、昇任・昇格者は、階層

研修もしくは能力開発研修を2科目以上受講すること（消防士・保育士等については適宜対応す

ること）とします。 

職員は、年度当初に研修受講予定を総務課に報告し、研修を計画的に受講します。 

 

【庁内研修】（別紙２） 

研修ごとに対象者を指定します。通常業務に関わるものだけでなく、「政策形成」「コミュニ

ケーション」「接遇」など、基礎能力の向上を図る研修を実施します。研修内容等によっては、

受講職員を指名します。 

 

【市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）等が開催する研修】 

市町村アカデミー等への派遣を積極的に行い、実務における専門性を高めることとします。 

 また、既に周知させていただいていますが、課長級昇任3年目までの職員につきましては、管理

職特別セミナーを受講していただく予定です。年度内に4回開催されますので、いずれか1回の受

講をお願いします。 

 

【人材マネジメント部会による研修】 

  年間を通して、所属する団体を地域経営型組織へと変革していくシナリオを他団体の仲間とと

もに研究する、早稲田大学マニフェスト研究所・人材マネジメント部会に、昨年度に引き続き、

職員を派遣します。 

 

2.階層別に必要とされる能力 

各階層に必要とされる能力を以下のように設定します。 

ⅰ  部長級 …  高度な政策決定能力、行政経営能力、マネジメント能力、 

                 （トップマネジメント研修） 

ⅱ  課長級 

（ⅰ・ⅱは管理職） 

…  政策決定能力、マネジメント能力、意思決定能力、 

折衝交渉能力、指導育成能力        （マネジメント研修） 

ⅲ  主幹・副主幹 

（監督職） 

…  政策立案能力、担当業務の専門能力、担当業務の遂行能力、 

折衝交渉能力、課題解決能力、マネジメント能力、指導育成能力、

事務改善能力 

（リ－ダシップ研修） 

ⅳ  その他（３階層） 

主査・主任・主事級 

新採用職員 

… 担当業務の専門能力、担当業務の遂行能力、課題発見能力、 

課題解決能力、事務改善能力             

（コ－チング研修） 

 

3.研修計画の主なポイント 

① 政策形成能力・法務能力の向上 

  独自性のある地域実現のため、また、自らの地域が持つ資源を有効に活用するため、政策的視

点で物事を捉える能力としての政策形成能力と、政策を具現化するための法務能力の向上を図り

ます。 
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② コミュニケーション能力の向上と積極的なリーダーシップの発揮 

  組織の中だけに限らず、住民、企業、ＮＰＯ等と協働して目的を達成していくためには、職員

自らが積極的なリーダーシップを発揮することが求められます。相談の受け方やコミュニケーシ

ョン能力の向上を図ります。 

 

 ③ 住民満足度（ＣＳ）の向上 

  行政に対する市民の要望は益々高くなってきています。職員の知識・技術・意識を理論と実践

双方から学び、満足度の高い住民対応能力の向上を図ります。 
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自己啓発     自己学習   

（自主研修）   研修情報の提供   

   大学院修学（支援）   

     

職場内研修     
各職場での日常的な研修 

・業務を通して行う研修 

（ＯＪＴ） 
 

 ・知識、技術、経験など 

      

  研修所

研修 

階層別研修 区分  対象 

  

新任研修 

 

    新規採用職員 新規採用職員 

       

    

現任研修 

専門研修（コ－チング研修） 
採用から４年経過程度の職員 

    主事・一般職員級研修 

職場外研修    

（OFF－ＪＴ）   専門研修（コ－チング研修） 主査、主任級の職員          

（特に新任主査・主任職）     主査・主任級職員研修 

     

    

監督者研修 

専門研修（リ－ダシップ研修） 
主幹、副主幹級の職員 

（特に新任主幹・副主幹職）     
監督者（主幹・副主幹）級職員

研修 

       

    

管理者研修 

専門研修（マネジメント研修） 課長級の職員 

（特に新任管理職）     管理職（課長級）職員研修 

      

専門研修（トップマネジメント

研修） 

部長級以上に昇格した職員     

（特に新任部長職） 

  

    

    管理職（部長級）職員研修 

      

    基礎研修 職務遂行に必要な始祖的な知識及び技能の修得を目的とする研修 

    専門研修 職務遂行に必要な知識・技能の修得を目的とする研修 

   特別研修 各階層に必要なスキルを身につけるための研修 

   

 
庁内 

研修 

階層別研修、コンプライアンス研修、政策形成研修、メンタルヘルス研修、 

市民協働研修、情報セキュリティ研修  等 

   

    

    
  

自治大学校            人材マネジメント部会 

市町村アカデミー     指導者養成研修 

他団体交流研修      各種講座派遣研修 

民間派遣研修   等 

 派遣 

研修 
 

   

      

令和 2 年度 職員研修体系図 笛吹市 
職員研修事業 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙1
令和2年度 山梨県市町村職員研修所 研修一覧

区　分 対　象 研　修　名

1 階層 新任研修 採用～2年 期待される公務員

2 階層 新任研修 採用～2年 公務員の基礎知識

3 階層 新任研修 採用～2年 公務員倫理

4 階層 新任研修 採用～2年 文書の基礎

5 階層 新任研修 採用～2年 接遇の基礎

6 階層 新任研修 採用～2年 社会活動

7 階層 新任研修 採用～2年 災害対応体験

8 階層 現任研修 採用後5年 行政経営と効率化－基礎コース

9 階層 現任研修 採用後15年 リーダーの役割と実践

10 階層 現任研修 採用後15年 行政経営と効率化－応用コース

11 階層 現任研修 採用後5年～10年 メンタルヘルスとコミュニケーション

12 階層 現任研修 採用後5年～10年 やる気を引き出すモチベーションアップ研修

13 階層 監督者研修 監督者（昇任～2年） ＯＪＴの基礎知識

14 階層 監督者研修 監督者（昇任～2年） 政策財務研修

15 階層 監督者研修 監督者（昇任後5年） マネジメント

16 階層 監督者研修 監督者（昇任後5年） 住民との協働によるまちづくり

17 階層 管理職研修 管理者（昇任～2年） 管理者の役割

18 階層 管理職研修 管理者（昇任～2年） 人事評価を活かした人材育成

19 階層 管理職研修 管理者（昇任～2年） トップマネジメント

20 階層 共通研修 全階層 メンタルヘルス－職員編

21 階層 共通研修 管理職・監督者 メンタルヘルス－管理監督者編

22 階層 共通研修 全階層 公務員の基本－法令遵守

23 階層 共通研修 監督者・現任 ファシリテーションを活用したチーム力アップ

24 階層 共通研修 全階層 ワークライフバランス

25 階層 共通研修 全階層 公務員の基本－法制執務

26 階層 共通研修 管理職・監督者 女性リーダーシップ

27 階層 共通研修 管理職・監督者 人事評価　評価者研修

28 階層 共通研修 全階層 地域デザイン力創造

29 階層 共通研修 管理職・監督者 知ろう！防ごう！ハラスメント防止研修

30 階層 共通研修 全階層 タイムマネジメント研修

31 能力開発 文書法制 民法1～11

32 能力開発 文書法制 必携！自治体職員の法律

33 能力開発 文書法制 自治体職員のための訴訟対策

34 能力開発 文書法制 法制執務（一部改正編）

35 能力開発 文書法制 法制執務（新規制定編）

36 能力開発 文書法制 法制執務（審査編）

37 能力開発 文書法制 業務適正化の方法と共有化



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙1
令和2年度 山梨県市町村職員研修所 研修一覧

38 能力開発 文書法制 文書作成力向上研修

区　分 対　象 研　修　名

39 能力開発 文書法制 これだけは知っておきたい地方自治法（前編）

40 能力開発 文書法制 これだけは知っておきたい地方自治法（後編）

41 能力開発 政策形成 一緒に学ぼう！ファシリテーション～会議の進め方～

42 能力開発 政策形成 政策形成能力向上研修

43 能力開発 政策形成 地域力向上研究～県・市町村協働で地域資源の活用策を探る～

44 能力開発 情報・コミュニケーション クレーム対応研修

45 能力開発 情報・コミュニケーション 実践！爽やかな接遇

46 能力開発 情報・コミュニケーション 「伝える」ではない「伝わる」話し方

47 能力開発 情報・コミュニケーション 市町村職員のための英語応対研修

48 能力開発 情報・コミュニケーション 採用試験面接官研修

49 能力開発 情報・コミュニケーション 早わかり！行動特性

50 能力開発 情報・コミュニケーション 電子ツールの活用法

51 能力開発 情報・コミュニケーション 広報研修

52 能力開発 税務・財務 これだけは知っておきたい地方税法

53 能力開発 税務・財務 個人住民税

54 能力開発 税務・財務 法人住民税

55 能力開発 税務・財務 自治体における債権管理

56 能力開発 税務・財務 山梨地方行財政アカデミー

57 能力開発 税務・財務 財務基礎研修

58 能力開発 税務・財務 自治体職員のための契約実務

59 能力開発 税務・財務 地方公会計研修

60 能力開発 建設・環境・防災 土木講座01：経験2年未満の技術職員のための土木技術研修

61 能力開発 建設・環境・防災 土木講座02：エスティマ操作・初級積算研修

62 能力開発 建設・環境・防災 土木講座03：道路設計研修

63 能力開発 建設・環境・防災 土木講座04：法面工の維持管理研修

64 能力開発 建設・環境・防災 土木講座05：災害復旧事業実務研修

65 能力開発 建設・環境・防災 土木講座06：道路舗装研修

66 能力開発 建設・環境・防災 土木講座07：橋梁補修研修

67 能力開発 建設・環境・防災 土木講座08：工事検査員研修

68 能力開発 建設・環境・防災 土木講座09：工事監督者研修

69 能力開発 建設・環境・防災 土木講座10：土木基礎研修（コンクリート）

70 能力開発 建設・環境・防災 土木講座11：土木基礎研修（地質）

71 能力開発 建設・環境・防災 土木講座12：測量実習

72 能力開発 建設・環境・防災 土木講座13：橋梁点検研修

73 能力開発 建設・環境・防災 土木講座14：積算研修（道路編）

74 能力開発 建設・環境・防災 土木講座15：積算研修（下水道・開削編）

75 能力開発 建設・環境・防災 環境創造セミナー



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙1
令和2年度 山梨県市町村職員研修所 研修一覧

76 能力開発 建設・環境・防災 救急法講習会

77 能力開発 時局 トピックス



H30年度 予定 研修テーマ 対象 主管課 実施日 受講者数

5月 5/14 人事評価　１ 課長以上 総務課 5/14 71

5/30 財政 新採用～3年 財政課 5/30 28

6月 6/29 普通救命講習 新採用 総務課・消防本部 6/29 13

6/28
タイムマネジメント
効率的な仕事術

課長以上 総務課 6/28 49

7月 6/29 移住定住 主事、主任、主査 企画課 6/29 61

情報セキュリティ
内部監査員、
新採用、各担当

情報システム課 7/18 76

男女共同参画 全職員 市民活動支援課 3/1 54

8月 多文化共生 全職員 市民活動支援課 8/2 70

働き方改革
残業削減・生産性向上

リーダー 総務課 2/7 81

9月 10/17
管理職研修
メンタルヘルス

課長以上 総務課 10/17 44

10月 政策形成　１ 40歳前後 総務課 10/31 24

政策形成　２ 40歳前後 総務課 11/19 24

11月 市民協働 全職員 市民活動支援課 2/20 36

12月
（追加）
認知症サポーター養成

未受講者 長寿介護課
2/15
2/27

49

1月 人事評価　２ 課長以上 総務課 2/13 73

管理職研修
10月研修のフォローアップ 課長以上 総務課 1/16 32

2月
メンタルヘルス（変更）
コンプライアンス

全職員 総務課
2/19
2/21

377

【庁内研修】

平成30年度　庁内研修計画　実績



3月
（追加）
官製談合防止法

全職員 管財課 3/6 94



R1年度 予定 研修テーマ 対象 主管課 実施日 受講者数

4月 4/26 財政 新採用～3年 財政課 4/26 32

5月 人事評価　目標設定 主事～副主幹 総務課 5/17 125

6月 普通救命講習 新採用 総務課・消防本部 7/31 14

（仕事の意欲向上）
セルフエスティーム

主事～副主幹
主幹、副主幹

総務課 2/12 111

7月 情報セキュリティ
内部監査員、
新採用、各担当

情報システム課 7/17 66

8月
働き方改革
残業削減・生産性向上

リーダー
課長、リーダー

総務課 8/2 102

9月
管理職研修
文章力向上

課長以上
主任、主査、副主幹

総務課 9/10 61

10月 政策形成　１ 40歳前後 総務課 11/27 23

政策形成　２ 40歳前後 総務課 12/24 23

11月 市民協働 全職員 市民活動支援課 12/12 32
内訳
職員7
市民25

自殺対策
管理職
一般職

福祉総務課
10/30
11/7

85

12月 認知症サポーター養成 長寿介護課
10/25
10/30

76

1月
人事評価
能力評価・業績評価

課長以上 総務課 1/16 74

2月 コンプライアンス 全職員 総務課 12/13 337

人権行政と市民サービス 保健福祉部 福祉総務課
2/3
2/6

81

3月

1242

【庁内研修】

令和元年度　庁内研修計画　実績



別紙２

令和2年度 日程 研修テーマ 対象 主管課

4月 4/24 財政 新採用～3年 財政課

5月 人事評価　目標設定 課長以上 総務課

6月 普通救命講習 新採用 総務課・消防本部

仕事の意欲向上（仮） 主事～副主幹 総務課

7月 情報セキュリティ
内部監査員、
新採用、各担当

情報システム課

8月
働き方改革（仮）
残業削減・生産性向上

リーダー 総務課

9月 管理職研修 課長以上 総務課

10月 認知症サポーター養成 全職員 長寿介護課

政策形成　１ 40歳前後 総務課

政策形成　２ 40歳前後 総務課

11月 自殺対策 全職員 福祉総務課

12月 コンプライアンス 全職員 総務課

1月
人事評価
能力評価・業績評価

課長以上 総務課

2月 人権に関する研修 全職員 福祉総務課

3月

※この研修計画は、予告なしに変更・追加・削除があります。

【庁内研修】

令和2年度　庁内研修計画



 

 

別記様式(第 5条関係) 

庁議付議事項概要書 

協議事項 ・ 報告事項 令和 2年 4月 9日提出 

件 名 
第 2 期笛吹市まち・ひと・しご

と創生総合戦略策定について 
部局名 総合政策部 

概
要 

子育て世代や若者を対象とした第 2期笛吹市まち・ひと・しごと創生総

合戦略について、総合戦略会議（外部会議）3回、推進本部会議（内部

会議）4回を経た中、策定を行ったので報告する。 

経
過 

令和元年 7月 第 1回推進本部会議（第 4回定例庁議） 

…第 1期計画の取組報告 

令和元年 9月 第 2回推進本部会議（第 6回定例庁議） 

…第 2期計画の骨子説明 

令和元年 11月 第 3回推進本部会議 

…第 2期計画策定における作業を説明 

令和元年 12月 第 1回総合戦略会議 

…第 2期計画の取組の方向性に対し、委員の意見を聴取 

令和 2年 2月 第 2回総合戦略会議 

…第 2期計画素案に対して、委員の意見を聴取 

令和 2年 2月 第 4回推進本部会議（第 11回定例庁議） 

…第 2期計画素案に対しての意見聴取 

令和 2年 3月 第 3回総合戦略会議 

…第 2期計画案の提示 

問
題
・
課
題 

 

対
応
策 

令和 2年 4月 28日の議会全員協議会で計画の策定について報告する。 

協
議
結
果 

【報告事項確認了】 

 



























 

 

別記様式(第 5条関係) 

 

庁議付議事項概要書 

協議事項 ・ 報告事項 令和 2年 4月 9日提出 

件 名 
令和 2 年度予算執行方針につい

て 
部局名 総合政策部 

概
要 

令和 2年度予算執行方針を定め、職員に周知し、財政規律の維持を図

るとともに適切な会計処理を行うための指針とする。 

経
過 

  

問
題
・
課
題 

 予算執行においては、支出負担行為の時期や内容が適切ではないものが

未だに見られる。 

 

対
応
策 

（1）予算執行方針に則り、適切な予算執行を行い、財政規律を確立する。

（2）管理職による事業の進捗管理を徹底する。 

 

協
議
結
果 

【報告事項確認了】 

 

 

   

 



笛 財 第 4 - 1 1 号 

令和 2 年 4 月 9 日 

 

部  長 

事務局長 

 

笛吹市長 山下 政樹    

 

 

令和 2 年度笛吹市予算執行方針について（通知） 

 

 

 このことについて、別紙のとおり策定したので、趣旨を理解の上、貴所属職

員に周知徹し、適切な予算執行を行うようお願いします。 

 

殿 
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令和 2年度予算執行方針について 

 

 

第 1 全般的事項 

 

3月の月例経済報告によると、「景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足

下で大幅に下押しされており、厳しい状況にある。先行きについては、感染症の影響に

よる厳しい状況が続くと見込まれる。また、感染症が内外経済をさらに下振れさせるリ

スクに十分注意する必要がある。金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。」

としており、新型コロナウイルス感染症拡大の動向については、細心の注意を払う必要

がある。 

また、総務省は、「令和2年度地方財政計画の概要」において、「地方が人づくり革命の

実現や地方創生の推進、地域社会の維持・再生、防災・減災対策等に取り組みつつ、安

定的に財政運営を行うことができるよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和

元年度を0.7兆円上回る額を確保」とし、総額63兆4,318億円を確保している。しかし、

地方交付税総額については、前年度より4,073億円増の16兆5,882億円、2.5ポイントの増

としているが、地方交付税の代替措置である臨時財政対策債については、総額3兆1,398

億円、前年度より1,171億円、3.6ポイントの減としている。 

今後、新型コロナウイルス感染症拡大の影響及びそれに伴う国の動向により、本市を

含めた地方財政は大きく影響を受けることとなる。このため、市の財源の根幹となる市

税、地方交付税における財源確保は非常に不透明な状況にあると言わざるをえない。 

 

さて、本市における令和 2 年度一般会計当初予算は、321 億 9,469 万円となり、前年

度より 14億 288万円の増となった。 

歳出において、増額の主な要因は、せん孔細菌病防除対策事業に 4億 1,234 万円、新

山梨環状道路関連道路整備事業に 3億 7,350万円、借換債 5億 7,610万円などの臨時的

経費を計上したことも要因であるが、人件費において会計年度任用職員制度の創設によ

り前年度比 8億 8,860万円増の 55億 5,606万円、さらに、扶助費についても、施設型給

付費等事業などの増額により前年度比 4億 9,952万円増の 68億 2,222万円と、抑制を図

らなければならない経常的経費も増額となっているところである。 

一方、これらの費用を賄う歳入については、自主財源の根幹である市税は、個人市民

税及び固定資産税ともに増額を見込み、市税総額を前年度比2億9,745万円増の86億4,056

万円を計上したところであるが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、徴収の

遅延などが懸念されるところである。 

また、地方交付税については、地方財政計画では増額としているものの、本市におい
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ては、一本算定化の影響などにより3億4,340万円減の80億9,500万円としており、臨時財

政対策債も大幅な増額は見込めない状況となっている。 

また、合併特例債については、これまで投資的事業の主要財源とし、積極的に活用し

てきたが、今後の借入可能残高は約20億円となっている。このため、充当事業を昨年度

に引き続き重点事業等に限定しているが、今後の投資的事業における財源確保が大きな

課題となっているところである。 

このような財政状況のなかで、令和 2 年度も予算執行に不足する財源を財政調整基金

や公共施設整備等基金、まちづくり基金等から 16億 8,840万円を繰り入れ、予算編成を

行ったところである。 

今後、市の財政は年々厳しさが増す状況にあるが、「第二次笛吹市総合計画」における

将来像の実現に向け、盛り込まれた施策を着実に推進する必要があると同時に、行政課

題の解決に向けて、積極的な事業展開を図っていかなければならない。 

さらに、本市が必要な住民サービスの水準を維持しながら展開していくためには、笛

吹市の財政を身の丈にあったものとする必要があり、このことを実現するためには、職

員一人ひとりが「第 4 次笛吹市行財政改革大綱」に基づいた行財政改革に積極的に取り

組まなければならないところである。 

 そのために、事業実施に当たっては、計画・目標に対する的確な検証・評価を繰り返

し行うことにより、効果的な予算執行の徹底を図ることとする。 

 また、事業の効果が最大限に発揮されるよう事業の趣旨・内容等について、国・県及

び関係団体との密接な連携のもとに、当該事業が市民の理解を得るなかで円滑かつ迅速

に実施できるよう万全を期することとする。 

 

 

第 2 歳入に関する事項 

 

 1  歳入の確保については、最大限の努力を払うとともに、その収入時期を適正に管

理することにより、歳計現金の資金繰り、ひいては市財政の運営の円滑化を図るよ

う特に留意すること。 

 

 2  市財政の根幹をなす市税については、税負担の公平性や財源確保を図るため、課

税客体の的確な把握及び自主納付意識の高揚に努めるとともに、新たな滞納が生ず

ることのないよう留意すること。 

 

 3  国・県支出金については、関係機関と密接な連絡を取りながら予算計上額の確保

に努めること。また、事業の進捗に応じ概算交付制度等のあるものについては、そ
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の活用を図るなど早期の収入確保に努めること。なお、資金繰りの関係からも会計

課との緊密な連携を図ること。 

   また、当初予算に計上していない国・県支出金が生じた場合は、必ず補正予算に

より計上を行うこと。 

 

 4  使用料、手数料については、施設の使用の対価や当該事務に要する経費等を考慮

して定められているので、その徴収に当たっては適正を期すること。 

   なお、減免等を行う場合においては、実情を十分調査するとともに関係法令の趣

旨に照らし、その取扱いについては厳正を期すること。 

 

 5  財産収入については、財産管理の適正化と運用の合理化に努めること。市が所有

している財産のうち、使途目的のない未利用地については売却等を積極的に行うと

ともに、施設の空きスペースの貸付などにより、収入の確保を図ること。 

 

 6  過年度に係る未収金については、債権ごと法令に基づいた徴収の徹底を図ること

とし、時効による不納欠損とならないよう特に留意すること。 

 

 

第 3 歳出に関する事項 

 

1  事務事業の執行に当たっては、引き続き、管理職のマネジメントにより、事務事

業の簡素化・効率化による事務処理の改善、合理化並びに省力化に努め、効率的な

執行を図ること。また、全ての事業において計画的な執行に努め、安易な繰越は避

けるものとする。 

 

2  事業の執行に当たり、執行が著しく遅延する恐れがあるとき及び執行不能となっ

たときは、その都度直ちに関係部局等と協議し、必要な措置を講ずることとする。 

 

 3  配分を受けた予算は使い切るという意識を払拭し、効率的な予算執行や入札等の

結果生じた契約差金などにより不用となった予算については、原則として他への流

用等は認めないものとし、予算見積額を超えた事業執行は、原則として禁止する。 

なお、やむを得ない事情がある場合は財政課と必ず協議すること。 

 

 4 国庫補助事業等については、趣旨をよく理解した上で、適正な執行を心がけること。 
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 5  定時退庁の推進や職場環境の改善、職員相互の協力・連携等により職員の時間外

勤務の削減に努め、人件費の一層の縮減に努めること。 

 

 6  補助金等については、「笛吹市補助金等交付規則」及び当該補助金の交付要綱等に

より、補助の目的、内容等の精査を行うなど、公正かつ適正に執行すること。 

また、負担金については、負担の必要性等を改めて検討し、軽減に努めること。 

 

7  市単独補助事業については、市民のニーズに即応したきめ細かな市政を推進する

ため計上されているものであるが、その執行に当たっては事業の趣旨を十分踏まえ

補助事業者等を適切に指導し、行政効果が最大限に発揮されるよう特段の注意を払

うこと。 

 

 8 投資的事業を対象とする起債事業については、事業内容によっては起債対象外経費

が生じることから、軽微と考えられる変更であっても財政課と協議すること。 

 

9  委託業務にあっては、実施時期や費用対効果等を検証するとともに、直営での執

行と比較したうえで、効率的に執行するよう努めること。また、指定管理者制度を

導入した施設については、適切な管理運営が行われるよう対応すること。 

 

 10 施設の維持管理にかかる経費については、原則として減額補正及び他の事業費へ

の流用は行わないこと。 

 

11 パソコン等の情報機器の導入、情報処理システムを構築する場合には、計画段階

から情報システム課と協議し、経費の適正化、効果的な執行に努めること。 

 

第 4 その他 

 

1  特別会計、企業会計については、「独立した会計」を設けた意義・目的を十分認識

のうえ、一般会計に準じ予算の計画的、効率的かつ適正な執行を行い、その経営の

健全化について一層努力すること。 

また、当該会計の料金収入等の適切な確保を図るとともに、負担の公平性の観点

からも市民から理解を得られるよう徴収努力を怠らないこと。 

 

 2  契約変更を行う場合、変更後の総額を基準として、それぞれの区分により決裁を

受けることとなっているので留意すること。なお、累計 100 万円を超える金額変更
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については、事前に財政課へ連絡すること。 

 

 3  予定価格が 1億 5,000 万円以上の工事等の契約、予定価格が 2,000万円以上の財

産の取得又は処分については、市議会の議決が必要となり、契約変更については、

変更後の総額を基準とするので留意すること。 

  （土地については、面積が 1件 5,000㎡以上） 

 

 4  補正予算については、「令和 2年度予算編成要領」において、当初予算は通年予算

としており、制度改正によるもの、予算編成時に想定できないもの、災害関連経費

等やむを得ないもの以外は、原則として予算の補正は認めないこととしているので

留意すること。 

 

 5  新型コロナウイルス感染症拡大の影響による国、県の緊急経済対策の実施が見込

まれているほか、これに関連した市独自の事業実施が想定されるところである。各

部等においては、国、県の動向を注視するとともに、必要に応じて緊急的な補正予

算の編成など迅速かつ柔軟に対応すること。 
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